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(57)【要約】
【課題】本発明は、太陽電池モジュール用充填材シートの品質状態の確認を簡便にできる
太陽電池モジュール用充填材シートの品質検査方法を提供することを主目的とするもので
ある。
【解決手段】本発明は、シラン変性樹脂を有し、かつ架橋剤およびシラノール縮合触媒を
実質的に含まない太陽電池モジュール用充填材シートの品質検査方法であって、上記太陽
電池モジュール用充填材シートを示差走査熱量計で２回測定し、１回目の測定で、上記シ
ラン変性樹脂におけるシロキサン基の生成可能温度以上まで昇温させ、２回目の測定で、
上記シラン変性樹脂の融点以上まで昇温させ、上記1回目の測定および上記２回目の測定
により得られる上記シラン変性樹脂の融点での吸熱量の比を用いて判断することを特徴と
する太陽電池モジュール用充填材シートの品質検査方法を提供することにより上記課題を
解決するものである。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　シラン変性樹脂を有し、かつ架橋剤およびシラノール縮合触媒を実質的に含まない太陽
電池モジュール用充填材シートであって、
　前記太陽電池モジュール用充填材シートを示差走査熱量計で２回測定し、１回目の測定
で、前記シラン変性樹脂におけるシロキサン基の生成可能温度以上まで昇温させ、２回目
の測定で、前記シラン変性樹脂の融点以上まで昇温させ、前記1回目の測定および前記２
回目の測定により得られる前記シラン変性樹脂の融点での吸熱量の比が０．９以上である
ことを特徴とする太陽電池モジュール用充填材シート。
【請求項２】
　前記シラン変性樹脂が、エチレン性不飽和シラン化合物と、重合用樹脂とをグラフト共
重合もしくは共重合させたものであることを特徴とする請求項１に記載の太陽電池モジュ
ール用充填材シート。
【請求項３】
　前記重合用樹脂が直鎖状低密度ポリエチレンであることを特徴とする請求項２に記載の
太陽電池モジュール用充填材シート。
【請求項４】
　架橋剤の含有量が前記太陽電池モジュール用充填材シートを構成する全樹脂１００重量
部に対して０．０５重量部以下であることを特徴とする請求項１から請求項３までのいず
れかの請求項に記載の太陽電池モジュール用充填材シート。
【請求項５】
　シラノール縮合触媒の含有量が前記太陽電池モジュール用充填材シートを構成する全樹
脂１００重量部に対して０．０５重量部以下であることを特徴とする請求項１から請求項
４までのいずれかの請求項に記載の太陽電池モジュール用充填材シート。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、太陽電池モジュールに用いられる太陽電池モジュール用充填材シートに関す
るものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、環境問題に対する意識の高まりから、クリーンなエネルギー源としての太陽電池
が注目されている。
　太陽電池素子は単結晶シリコン基板や多結晶シリコン基板を用いて作製することが多い
ため太陽電池素子は物理的衝撃に弱く、また屋外に太陽電池を取り付けた場合に雨などか
らこれを保護する必要がある。また、太陽電池素子１枚では発生する電気出力が小さいた
め、複数の太陽電池素子を直並列に接続して、実用的な電気出力が取り出せるようにする
必要がある。このため複数の太陽電池素子を接続し透明基板および充填材で封入して太陽
電池モジュールを作製することが通常行われている。このような太陽電池モジュールとし
ては、通常、透明前面基板、太陽電池モジュール用充填材シート、太陽電池素子、太陽電
池モジュール用充填材シートおよび裏面保護シート等を順次積層し、これらを真空吸引し
て加熱圧着するラミネーション法等を利用して製造されるものが用いられる。
【０００３】
　ここで、上記太陽電池モジュール用充填材シートとしては、上記透明前面基板と上記太
陽電池素子との接着、および上記太陽電池素子と上記裏面保護シートとの接着を十分な密
着強度で発揮する接着力が要求され、さらに上記太陽電池素子の保護の観点から、耐久性
、耐候性、耐熱性、耐光性、耐水性等の諸特性に優れた樹脂からなることが求められるた
め、近年では、ガラス等の無機材料と優れた接着性を発揮するアルコキシシリル基を有す
るシラン化合物、なかでもエチレン性不飽和シラン化合物と、他の重合用樹脂とを重合さ
せてなるシラン変性樹脂が用いられている（特許文献１）。
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【０００４】
　また、上記シラン変性樹脂が有するアルコキシシリル基は、水の存在下で、容易に加水
分解され、シラノール基となり、さらに上記シラノール基は、加熱等により容易に縮合反
応しシロキサン基を生成することが知られている。つまり、水が存在すると、上記太陽電
池素子等との接着に関与するアルコキシシリル基が、シロキサン基として消費され、接着
性が低下することになる。このような接着性が低下した太陽電池モジュール用充填材シー
トを用いて太陽電池モジュールを製造した場合には、上記太陽電池モジュールを構成する
部材間の密着強度が不十分となり、起電力が低下する等の不具合が生じる恐れがある。
【０００５】
　ところが、このような接着性の低下の有無を確認する方法は、これまでに開示されてお
らず、上記確認をする方法としては、実際に太陽電池モジュールを製造した後、上記太陽
電池モジュール用充填材シートを他の部材から剥離し、剥離強度を測定する方法しかなく
、非常に手間がかかり、大きなコストがかかるといった問題があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００４－２１４６４１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は上記問題点に鑑みてなされたものであり、太陽電池モジュール用充填材シート
の品質状態の確認を簡便にできる太陽電池モジュール用充填材シートの品質検査方法を提
供することを主目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記目的を達成するために本発明は、シラン変性樹脂を有し、かつ架橋剤およびシラノ
ール縮合触媒を実質的に含まない太陽電池モジュール用充填材シートの品質検査方法であ
って、上記太陽電池モジュール用充填材シートを示差走査熱量計で２回測定し、１回目の
測定で、上記シラン変性樹脂におけるシロキサン基の生成可能温度以上まで昇温させ、２
回目の測定で、上記シラン変性樹脂の融点以上まで昇温させ、上記1回目の測定および上
記２回目の測定により得られる上記シラン変性樹脂の融点での吸熱量の比を用いて判断す
ることを特徴とする太陽電池モジュール用充填材シートの品質検査方法を提供する。
【０００９】
　本発明によれば、上記太陽電池モジュール用充填材シートを示差走査熱量計で２回測定
し、１回目の測定で、上記シラン変性樹脂におけるシロキサン基の生成可能温度以上まで
昇温させ、２回目の測定で、上記シラン変性樹脂の融点以上まで昇温させ、上記1回目の
測定および上記２回目の測定により得られる上記シラン変性樹脂の融点での吸熱量の比を
用いて判断することで、上記太陽電池モジュール用充填材シートの品質を確認することが
できるため、太陽電池モジュールを構成する他の部材と共に積層し、真空ラミネーション
等の手段により太陽電池モジュールを製造した後、剥離強度を測定する従来の方法と比較
して、簡便に、かつ短時間で品質の確認をすることができる。さらに太陽電池モジュール
を構成する他の部材が不要であるため、低コストで確認することが可能となる。
【００１０】
　本発明においては、上記シラン変性樹脂が、エチレン性不飽和シラン化合物と、重合用
樹脂とをグラフト重合もしくは共重合させてなるものであって、上記重合用樹脂がポリエ
チレンであることが好ましい。上記シラン変性樹脂を構成する重合用樹脂が、ポリエチレ
ンであることにより、加熱時に、異臭の発生や、太陽電池モジュールを構成する電極等の
腐食を生ずる恐れのある熱分解物を発生することがないからである。
【００１１】
　本発明においては、上記１回目の測定および上記２回目の測定が示す上記シラン変性樹
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脂の融点での吸熱量の比が、０．９以上である場合、上記太陽電池モジュール用充填材シ
ートは、接着可能状態であると判断することができる。上記１回目の測定および上記２回
目の測定が示す上記シラン変性樹脂の融点での吸熱量の比が、０．９以上である場合、上
記太陽電池モジュール用充填材シートは、加熱時においても、フリーのアルコキシシリル
基を十分量有し、十分な接着性を発揮するためである。そのため、このような太陽電池モ
ジュール用充填材シートを用いて太陽電池モジュールを形成した場合には、上記太陽電池
モジュールを構成する部材を十分な密着強度で積層することができるからである。
【００１２】
　本発明においては、上記１回目の測定が、１５０℃以上まで昇温し、かつ上記２回目の
測定が、上記シラン変性樹脂の融点より高く、さらに比熱が一定となる温度まで昇温する
ことが好ましい。上記１回目の測定が、１５０℃以上まで昇温することにより、水の存在
下でシラノール基となった上記シラン変性樹脂が有するアルコキシシリル基同士を十分に
縮合させてシロキサン基とすることができるからである。したがって、上記太陽電池モジ
ュール用充填材シートが、吸湿しているが、未だ、シロキサン基を生成していない場合、
すなわち吸湿状態であることを確実に確認することができるためである。
　また、２回目の測定においては、上記シラン変性樹脂の融点より高く、さらに比熱が一
定となる温度まで昇温し、上記シラン変性樹脂の融点での吸熱量が測定できるものとすれ
ば十分であり、それ以上昇温させても、測定時間が増加するだけであるからである。
【００１３】
　本発明は、上述した太陽電池モジュール用充填材シートの品質検査方法を用いて太陽電
池モジュール用充填材シートの品質検査をする検査工程と、裏面保護シート、上記太陽電
池モジュール用充填材シート、太陽電池素子、上記太陽電池モジュール用充填材シート、
および透明前面基板をこの順で積層し、加熱圧着することで太陽電池モジュールを形成す
る太陽電池モジュール積層工程とをこの順で実施することを特徴とする太陽電池モジュー
ルの製造方法を提供する。
【００１４】
　本発明によれば、上述した太陽電池モジュール用充填材シートの品質検査方法を用いて
太陽電池モジュール用充填材シートの品質検査をする検査工程を有することにより、吸湿
状態となっている太陽電池モジュール用充填材シートを用いることによって、裏面保護シ
ート、上記太陽電池モジュール用充填材シート、太陽電池素子、上記太陽電池モジュール
用充填材シート、および透明前面基板等の太陽電池モジュールの部材間の密着性が低く、
起電力が低いといった問題を有する太陽電池モジュールが製造されるのを防ぐことができ
、品質の向上を図ることができる。また、上記太陽電池モジュールを構成する部材を無駄
に消費することを防ぐことができるため、生産コストの低減を図ることができる。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明は、太陽電池モジュール用充填材シートの品質状態の確認を簡便にできる太陽電
池モジュール用充填材シートの品質検査方法を提供できるといった効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】実施例１において作製した太陽電池モジュール用充填材シートの初期段階でのＤ
ＳＣ測定結果を示すグラフである。
【図２】実施例１において作製した太陽電池モジュール用充填材シートの常温常湿保存後
でのＤＳＣ測定結果を示すグラフである。
【図３】実施例１において作製した太陽電池モジュール用充填材シートの高温高湿保存後
でのＤＳＣ測定結果を示すグラフである。
【図４】実施例２において作製した太陽電池モジュール用充填材シートの初期段階でのＤ
ＳＣ測定結果を示すグラフである。
【図５】実施例２において作製した太陽電池モジュール用充填材シートの常温常湿保存後
でのＤＳＣ測定結果を示すグラフである。
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【図６】実施例２において作製した太陽電池モジュール用充填材シートの高温高湿保存後
でのＤＳＣ測定結果を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
本発明は、太陽電池モジュール用充填材シートの品質検査方法および、それを用いた太陽
電池モジュールの製造方法に関するものである。
以下、本発明の太陽電池モジュール用充填材シートの品質検査方法およびそれを用いた太
陽電池モジュールの製造方法について詳細に説明する。
【００１８】
Ａ．太陽電池モジュール用充填材シートの品質検査方法
　まず、本発明の太陽電池モジュール用充填材シートの品質検査方法について説明する。
本発明の太陽電池モジュール用充填材シートの品質検査方法は、シラン変性樹脂を有し、
かつ架橋剤およびシラノール縮合触媒を実質的に含まない太陽電池モジュール用充填材シ
ートの品質検査方法であって、上記太陽電池モジュール用充填材シートを示差走査熱量計
で２回測定し、１回目の測定で、上記シラン変性樹脂におけるシロキサン基の生成可能温
度以上まで昇温させ、２回目の測定で、上記シラン変性樹脂の融点以上まで昇温させ、上
記1回目の測定および上記２回目の測定により得られる上記シラン変性樹脂の融点での吸
熱量の比を用いて判断することを特徴とするものである。
【００１９】
　本発明によれば、上記太陽電池モジュール用充填材シートを示差走査熱量計で２回測定
し、１回目の測定で、上記シラン変性樹脂におけるシロキサン基の生成可能温度以上まで
昇温させ、２回目の測定で、上記シラン変性樹脂の融点以上まで昇温させ、上記1回目の
測定および上記２回目の測定により得られる上記シラン変性樹脂の融点での吸熱量の比（
２回目の吸熱量／1回目の吸熱量）を用いて判断することで、上記太陽電池モジュール用
充填材シートの品質を確認することができるため、太陽電池モジュールを構成する他の部
材と共に積層し、真空ラミネーション等の手段により太陽電池モジュールを製造した後、
剥離強度を測定する従来の方法と比較して、簡便に、かつ短時間で品質の確認をすること
ができる。さらに太陽電池モジュールを構成する他の部材が不要であるため、低コストで
確認することが可能となる。
【００２０】
　ここで、上記太陽電池モジュール用充填材シートを示差走査熱量計で測定した際の、１
回目の測定および２回目の測定が示す上記シラン変性樹脂の融点での吸熱量の比を測定す
ることによって、上記太陽電池モジュール用充填材シートの品質を確認できる理由として
は、以下のように推測している。
　すなわち、上記太陽電池モジュール用充填材シートがシラン変性樹脂を有するものであ
る場合において、上記太陽電池モジュール用充填材シートが有する優れた接着性は、上記
シラン変性樹脂が有するアルコキシシリル基の存在によるものである。ところが、このよ
うなアルコキシシリル基は、水の存在下で、容易に加水分解され、シラノール基となり、
さらに上記シラノール基は、加熱等により容易に縮合反応しシロキサン基を生成すること
が知られている。つまり、水が存在すると、上記太陽電池素子等との接着に関与するアル
コキシシリル基が、シロキサン基として消費され、接着性が低下することが知られている
。
　ここで、上記太陽電池モジュール用充填材シートに含まれるシラン変性樹脂がシロキサ
ン基を有し、架橋構造を形成している場合、上記シラン変性樹脂は、結晶構造を形成しに
くいものとなる。そのため、太陽電池モジュール用充填材シートが吸湿してしまっている
場合には、１回目の測定時に上記シラン変性樹脂におけるシロキサン基の生成可能温度以
上まで昇温させることで、２回目の測定が示す上記シラン変性樹脂の融点での吸熱量が、
１回目のものに比べて少ないものとなり、１回目の測定および２回目の測定結果の比を用
いて評価することができる。
【００２１】
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　このような吸熱量の変化を測定し、その比を評価することにより、上記太陽電池モジュ
ール用充填材シートの接着性に係る品質状態が確認できるのである。
　例えば、上記1回目の測定および上記２回目の測定により得られる上記シラン変性樹脂
の融点での吸熱量の比（２回目の吸熱量／1回目の吸熱量）が、大きい場合には、上記シ
ラン変性樹脂が、吸湿しておらず、かつシロキサン基の生成量が少ないものであり、太陽
電池モジュール形成時においても接着性を有している品質状態（以下、接着可能状態とす
る。）であると判断することができる。
　また、上記1回目の測定および上記２回目の測定により得られる上記シラン変性樹脂の
融点での吸熱量の比（２回目の吸熱量／1回目の吸熱量）が、小さい場合には、上記シラ
ン変性樹脂が、吸湿しているものの、未だシロキサン基の生成には至っていないが、太陽
電池モジュール形成時には接着性を失う品質状態（以下、吸湿状態とする。）であると判
断することができる。
【００２２】
　以下、本発明の太陽電池モジュール用充填材シートの品質検査方法について説明する。
【００２３】
１．太陽電池モジュール用充填材シート
　本発明に用いられる太陽電池モジュール用充填材シートは、シラン変性樹脂を有し、か
つ架橋剤およびシラノール縮合触媒を実質的に含まないものである。
　なお、本発明に用いられる太陽電池モジュール用充填材シートは、既にアルコキシシリ
ル基がシロキサン基として消費されていないものを対象とするものである。アルコキシシ
リル基が消費されたものであるか否かはゲル分率もしくは剥離強度を測定することにより
決定する。
【００２４】
（１）シラン変性樹脂
　本発明に用いられるシラン変性樹脂としては、アルコキシシリル基を有するものであれ
ば特に限定されるものではない。このようなシラン変性樹脂としては、例えば、エチレン
性不飽和シラン化合物と、重合用樹脂とをグラフト重合もしくは共重合させたものを用い
ることができる。
　本発明においては、なかでも、グラフト重合したものを用いることが好ましく、さらに
は、重合用樹脂を主鎖とし、エチレン性不飽和シラン化合物を側鎖としてグラフト重合し
たものが好ましい。接着力に寄与するアルコキシシリル基の自由度が高くなるため、上記
太陽電池モジュール用充填材シートの接着力をより強固にすることができるからである。
　なお、上記共重合の方法としては、例えば、ランダム共重合、交互共重合、およびブロ
ック共重合等を挙げることができる。
【００２５】
（ａ）エチレン性不飽和シラン化合物
　本発明に用いられるエチレン性不飽和シラン化合物としては、例えば、ビニルトリメト
キシシラン、ビニルトリエトキシシラン、ビニルトリプロポキシシラン、ビニルトリイソ
プロポキシシラン、ビニルトリブトキシシラン、ビニルトリペンチロキシシラン、ビニル
トリフェノキシシラン、ビニルトリベンジルオキシシラン、ビニルトリメチレンジオキシ
シラン、ビニルトリエチレンジオキシシラン、ビニルプロピオニルオキシシラン、ビニル
トリアセトキシシラン、または、ビニルトリカルボキシシランを挙げることができる。
【００２６】
　本発明に用いられるシラン変性樹脂における、上記エチレン性不飽和シラン化合物の含
有量としては、後述する重合用樹脂１００重量部に対して０．００１重量部～０．４重量
部の範囲内であることが好ましく、特に０．０１重量部～０．３重量部の範囲内であるこ
とが好ましい。上記範囲より少ないと、上記太陽電池モジュール用充填材シートの接着性
が不十分になる恐れがあるからである。上記範囲より多くても、接着性が変わらないから
である。
【００２７】
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　本発明に用いられるエチレン性不飽和シラン化合物は、１種類のみを単体で用いても良
く、２種類以上を用いてもよい。
【００２８】
（ｂ）重合用樹脂
　本発明に用いられる重合用樹脂としては、上記エチレン性不飽和シラン化合物と重合す
ることができるものであれば、特に限定されるものではなく、例えば、ポリエチレン、エ
チレン‐ビニルアルコール共重合体、エチレン‐不飽和カルボン酸エステル共重合体、エ
チレン‐不飽和カルボン酸共重合体および、上記エチレン‐不飽和カルボン酸共重合体を
ナトリウムや亜鉛などの金属の塩で分子間結合したアイオノマーなどを挙げることができ
る。
【００２９】
　本発明においては、上記重合用樹脂のなかでもポリエチレンを好ましく用いることがで
きる。上記シラン変性樹脂を構成する重合用樹脂が、ポリエチレンであることにより、加
熱時に、異臭の発生や、太陽電池モジュールを構成する電極等の腐食を生ずる恐れのある
熱分解物を発生することがないからである。
【００３０】
　また、本発明に用いられるポリエチレンとしては、高密度ポリエチレン、中密度ポリエ
チレン、低密度ポリエチレン、直鎖状低密度ポリエチレンのいずれも好適に用いることが
できるが、なかでも、密度が低いものを用いることが好ましい。密度が低いポリエチレン
は、一般的に側鎖を多く含有しているため、上記エチレン性不飽和シラン化合物をグラフ
ト重合しやすく、接着性に優れたものとすることができるからである。より具体的には、
密度が０．８５０ｇ／ｃｍ３～０．９６０ｇ／ｃｍ３の範囲内であるものが好ましく、特
に０．８６５ｇ／ｃｍ３～０．９３０ｇ／ｃｍ３の範囲内であるものが好適に用いられる
。
【００３１】
　また、上記重合用樹脂の融点は、８０℃～１１０℃であることが好ましい。上記太陽電
池モジュール用充填材シートを用いた太陽電池モジュールの製造時において、成形性に優
れるからである。
　なお、融点の測定方法としては、プラスチックの転移温度測定方法（ＪＩＳＫ７１２１
）に準拠し、示差走査熱量計による分析で行う。なお、その際、融点ピークが２つ以上存
在する場合は高い温度の方を融点とする。
【００３２】
　なお、本発明においては、上記ポリエチレンの１種類を単体として用いても良く、また
、２種類以上を混合して用いても良い。
【００３３】
（ｃ）シラン変性樹脂
　本発明に用いられるシラン変性樹脂の融点としては、上記太陽電池モジュール用充填材
シートを安定に成形し、所望の接着性を発揮することができるものであれば特に限定され
るものではないが、上記太陽電池モジュール用充填材シートを用いた太陽電池モジュール
の製造時において、成形性に優れる点から、８０℃～１１０℃の範囲内のものが好ましく
用いられる。
　なお、融点の測定は、上記重合用樹脂の融点の測定方法と同様の方法を用いることがで
きる。
【００３４】
　本発明に用いられるシラン変性樹脂の製造方法としては、所望量のアルコキシシリル基
を有したシラン変性樹脂を得ることができるものであれば特に限定されるものではなく、
例えば、上記エチレン性不飽和シラン化合物と、上記重合用樹脂とを、ラジカル重合開始
剤と共に、加熱溶融混合する方法を挙げることができる。上記加熱溶融混合方法としては
、所望の温度条件等で加熱溶融混合できるものであれば特に限定されるものではなく、押
出機等の公知の加熱溶融混合装置を用いることができる。また、上記シラン変性樹脂の製
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造方法における加熱温度としては、用いるエチレン性不飽和シラン化合物等の材料によっ
て異なるものであるが、１５０℃～３００℃の範囲内であることが好ましく、１８０℃～
２７０℃の範囲であることが好ましい。上記シラン変性樹脂は、加熱によりシラノール基
部分が架橋しゲル化しやすいためである。
【００３５】
　上記ラジカル重合開始剤としては、例えば、ジイソプロピルベンゼンヒドロパーオキサ
イド、２，５‐ジメチル‐２，５‐ジ（ヒドロパーオキシ）ヘキサン等のヒドロパーオキ
サイド類；ジ‐ｔ‐ブチルパーオキサイド、ｔ‐ブチルクミルパーオキサイド、ジクミル
パーオキサイド、２，５‐ジメチル‐２，５‐ジ（ｔ‐ブチルパーオキシ）ヘキサン、２
，５‐ジメチル‐２，５‐ジ（ｔ‐パーオキシ）ヘキシン‐３等のジアルキルパーオキサ
イド類；ビス‐３，５，５‐トリメチルヘキサノイルパーオキサイド、オクタノイルパー
オキサイド、ベンゾイルパーオキサイド、ｏ‐メチルベンゾイルパーオキサイド、２，４
‐ジクロロベンゾイルパーオキサイド等のジアシルパーオキサイド類；ｔ‐ブチルパーオ
キシアセテート、ｔ‐ブチルパーオキシ‐２‐エチルヘキサノエート、ｔ‐ブチルパーオ
キシピバレート、ｔ‐ブチルパーオキシオクトエート、ｔ‐ブチルパーオキシイソプロピ
ルカーボネート、ｔ‐ブチルパーオキシベンゾエート、ジ‐ｔ‐ブチルパーオキシフタレ
ート、２，５‐ジメチル‐２，５‐ジ（ベンゾイルパーオキシ）ヘキサン、２，５‐ジメ
チル‐２，５‐ジ（ベンゾイルパーオキシ）ヘキシン‐３等のパーオキシエステル類；メ
チルエチルケトンパーオキサイド、シクロヘキサノンパーオキサイド等のケトンパーオキ
サイド類等の有機過酸化物、または、アゾビスイソブチロニトリル、アゾビス（２，４‐
ジメチルバレロニトリル）等のアゾ化合物等が挙げられる。
【００３６】
　上記ラジカル重合開始剤の含有量としては、上記エチレン性不飽和シラン化合物と上記
重合用樹脂とを重合させることができるものであれば特に限定するものではないが、上記
エチレン性不飽和シラン化合物および上記重合用樹脂の混合物中に、０．００１質量％～
１質量％含まれることが好ましい。上記範囲未満では、上記エチレン性不飽和シラン化合
物と上記重合用樹脂とのラジカル重合が起こりにくいからである。
【００３７】
（２）太陽電池モジュール用充填材シート
　本発明に用いられる太陽電池モジュール用充填材シートは上記シラン変性樹脂を有し、
かつ架橋剤およびシラノール縮合触媒を実質的に含まないものである。上記架橋剤は、上
記シラン変性樹脂間の架橋反応を促進するものあり、上記シラノール縮合触媒は、シラノ
ール基間の縮合反応を促進するものであるため、後述する示差走査熱量計で測定する際に
、品質の確認が困難となる可能性があるからである。
【００３８】
　ここで、上記架橋剤を実質的に含まないとは、具体的には有機過酸化物、アゾビスイソ
ブチロニトリル、アゾビス(２，４‐ジメチルバレロニトリル)等の架橋剤の含有量が、上
記太陽電池モジュール用充填材シートを構成する全樹脂１００重量部に対して、０．０５
重量部以下である場合をいい、より好ましくは０．０３重量部以下であることが好ましく
、なかでも０重量部であることが好ましい。
【００３９】
　上記シラノール縮合触媒を実質的に含まないとは、具体的には、ジブチル錫ジアセテー
ト、ジブチル錫ジラウレート、ジブチル錫ジオクテート、ジオクチル錫ジラウレートとい
ったシラノール縮合触媒が、上記太陽電池モジュール用充填材シートを構成する全樹脂１
００重量部に対して、０．０５重量部以下である場合をいい、より好ましくは０．０３重
量部以下であることが好ましく、なかでも０重量部であることが好ましい。
【００４０】
　本発明に用いられる太陽電池モジュール用充填材シートは、必要に応じて、その他添加
物を有するものであってもよい。このようなその他添加物としては、例えば添加用樹脂や
、他の添加剤を含むものであっても良い。
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【００４１】
　本発明に用いられる添加用樹脂としては、上述したシラン変性樹脂と均一に混合するこ
とができるものであれば特に限定されるものではなく、本発明に用いられる太陽電池モジ
ュール用充填材シートの用途等に応じて適宜設定されるものであるが、上記重合用樹脂と
主鎖の構成が同種類のものであることが好ましく、なかでも上記重合用樹脂と同一のもの
を用いることが好ましい。主鎖の構成を同種類とすることで、上記シラン変性樹脂との相
溶性を優れたものとすることができ、同一とすることでコストダウンを図ることができる
からである。
【００４２】
　本発明において、上記添加用樹脂の含有量は、上記シラン変性樹脂１００重量部に対し
、１２５重量部～９９００重量部の範囲内が好ましく、特に１４０重量部～２０００重量
部の範囲内が好ましい。上記範囲よりも多いと、上記太陽電池モジュール用充填材シート
における上記シラン変性樹脂の含有量が少なくなり、接着性が不十分なものとなったり、
上記太陽電池モジュール用充填材シートの品質の確認を精度よく行えない可能性があるか
らである。
【００４３】
　本発明に用いられる他の添加剤としては、例えば光安定剤、紫外線吸収剤、または、熱
安定剤等を挙げることができる。
【００４４】
　上記光安定剤としては、上記太陽電池モジュール用充填材シート中の光劣化開始の活性
種を捕捉し、光酸化を防止するものである。具体的には、ヒンダードアミン系化合物、ヒ
ンダードピペリジン系化合物、およびその他等から選択される１種類または２種類以上を
組み合わせたものを使用することができる。
【００４５】
　上記紫外線吸収剤としては、太陽光中の有害な紫外線を吸収して、分子内で無害な熱エ
ネルギーへと変換し、上記太陽電池モジュール用充填材シート中の光劣化開始の活性種が
励起されるのを防止するものである。具体的には、ベンゾフェノン系、ベンゾトリアゾー
ル系、サルチレート系、アクリルニトリル系、金属錯塩系、ヒンダードアミン系、および
、超微粒子酸化チタン（粒子径：０．０１μｍ～０．０６μｍ）あるいは超微粒子酸化亜
鉛（粒子径：０．０１μｍ～０．０４μｍ）等の無機系等の紫外線吸収剤からなる群から
選択される少なくとも１種類のものを使用することができる。
【００４６】
　また、上記熱安定剤としては、トリス（２，４‐ジ‐ｔｅｒｔ‐ブチルフェニル）フォ
スファイト、ビス［２，４‐ビス（１，１‐ジメチルエチル）‐６‐メチルフェニル］エ
チルエステル亜リン酸、テトラキス（２，４‐ジ‐ｔｅｒｔ‐ブチルフェニル）［１，１
‐ビフェニル］‐４，４´‐ジイルビスホスフォナイト、および、ビス（２，４‐ジ‐ｔ
ｅｒｔ‐ブチルフェニル）ペンタエリスリトールジフォスファイト等のリン系熱安定剤；
８‐ヒドロキシ‐５，７‐ジ‐ｔｅｒｔ‐ブチル‐フラン‐２‐オンとｏ‐キシレンとの
反応生成物等のラクトン系熱安定剤を挙げることができる。また、これらを１種類または
２種類以上を用いることもできる。中でも、リン系熱安定剤およびラクトン系熱安定剤を
併用して用いることが好ましい。
【００４７】
　本発明における上記光安定剤、紫外線吸収剤、熱安定剤等の含有量としては、その粒子
形状、密度等によって異なるが、太陽電池モジュール用充填材シート中、０．０１質量％
～５質量％の範囲内が好ましい。
【００４８】
　本発明に用いられる太陽電池モジュール用充填材シートの厚みとしては、太陽電池モジ
ュールに用いた際に、十分な接着性および強度を有するものであれば特に限定するもので
はないが、２０μｍ～１０００μｍの範囲内であることが好ましく、なかでも４０μｍ～
６００μｍであることが好ましい。
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【００４９】
２．太陽電池モジュール用充填材シートの品質検査方法
　本発明の太陽電池モジュール用充填材シートの品質検査方法は、上記太陽電池モジュー
ル用充填材シートを示差走査熱量計で２回測定し、１回目の測定で、上記シラン変性樹脂
におけるシロキサン基の生成可能温度以上まで昇温させ、２回目の測定で、上記シラン変
性樹脂の融点以上まで昇温させ、上記1回目の測定および上記２回目の測定により得られ
る上記シラン変性樹脂の融点での吸熱量の比を用いて判断するものである。
【００５０】
（１）示差走査熱量計の測定条件
　本発明に用いられる示差走査熱量計の測定条件としては、上記太陽電池モジュール用充
填材シートから採取した試料を、１回目の測定で、上記シラン変性樹脂が吸湿している場
合に、シロキサン基を生成することができる温度以上まで昇温し、次いで、その試料を冷
却した後、２回目の測定で、上記シラン変性樹脂の融点以上まで昇温するものであれば、
特に限定されるものではない。
【００５１】
　測定に用いる試料の量および試料容器としては、上記示差走査熱量計を用いて精度良く
、各温度での試料の吸熱量、発熱量が測定できるものであれば特に限定されるものではな
く、用いる示差走査熱量計の仕様に応じて決定することができる。
【００５２】
　上記１回目の測定における測定開始温度としては、上記シラン変性樹脂の融点での吸熱
ピークより低い温度であり、後述する「（２）融点での吸熱量の測定方法」に用いること
ができる程度であれば特に限定されるものではないが、例えば２０℃以下であることが好
ましく、なかでも－５０℃～１０℃の範囲内であることが好ましい。
【００５３】
　上記１回目の測定における最高温度としては、上記シラン変性樹脂が吸湿している場合
に、シロキサン基を生成することができる温度以上であれば、特に限定されるものではな
いが、１５０℃以上であることが好ましく、なかでも１５０℃～３００℃の範囲内である
ことが好ましく、特に１５０℃～２５０℃の範囲内であることが好ましい。上記温度範囲
とすることにより、吸湿している太陽電池モジュール用充填材シートが、シロキサン基を
十分に生成させることができるからであり、上記太陽電池モジュール用充填材シートが、
上記吸湿状態であることを、確実に確認することができるからである。
　また、上記シラン変性樹脂の分解を防ぐことができるため、精度良く上記太陽電池モジ
ュール用充填材シートの品質の確認ができるからである。
　さらに、通常、上記シラン変性樹脂が吸湿している場合に、シロキサン基を十分に生成
させることができる温度は、上記太陽電池モジュール用充填材シートに含まれるシラン変
性樹脂の融点より高いものであるため、上記１回目の測定が示す融点の吸熱量の測定も十
分に可能であるからである。
【００５４】
　上記１回目の測定における昇温速度としては、試料に温度ムラが生じない範囲内であれ
ば特に限定されるものではなく、試料の量等にもよるが、例えば、１℃／ｍｉｎ～２０℃
／ｍｉｎの範囲内であることが好ましく、なかでも５℃／ｍｉｎ～１８℃／ｍｉｎの範囲
内であることが好ましい。上記範囲であれば試料に温度ムラを生じる恐れがなく、シロキ
サン基の生成を十分に行うことができるからである。
【００５５】
　上記１回目の測定においては、上記１回目の測定において設定した最高温度に達した後
、所定の温度で保持する、保持期間を有するものとしても良く、有さないものとしてもよ
い。なかでも本発明においては、上記保持期間を有さないものであることが好ましい。上
記シロキサン基の生成は、極めて早い速度で行われるため、上記１回目の測定において設
定した最高温度に達した際に、十分に生成が進行しているからである。
【００５６】
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　上記１回目の測定において設定した最高温度まで達した後、２回目の測定の測定を開始
する温度まで、上記シラン変性樹脂の試料の温度を低下させる際の降温速度としては、上
記試料に温度ムラを生じさせない範囲内であれば特に限定されるものではないが、具体的
には、－１℃／ｍｉｎ～－２０℃／ｍｉｎの範囲内であることが好ましく、なかでも－５
℃／ｍｉｎ～－１８℃／ｍｉｎの範囲内であることが好ましい。
【００５７】
　上記２回目の測定において、測定を開始する温度としては、上記シラン変性樹脂の融点
での吸熱ピークより低い温度であり、後述する「（２）融点での吸熱量の測定方法」に用
いることができる程度であれば特に限定されるものではないが、２０℃以下であることが
好ましく、なかでも－５０℃～１０℃の範囲内であることが好ましい。
【００５８】
　また、上記２回目の測定において、昇温時の最高温度としては、上記シラン変性樹脂の
融点以上であれば特に限定されるものではないが、上記シラン変性樹脂の融点以上であっ
て、比熱が一定となる温度以上であることが好ましい。
　上記２回目の測定においては、上記シラン変性樹脂の融点より高く、さらに比熱が一定
となる温度まで昇温し、上記シラン変性樹脂の融点での吸熱量の比が測定できるものとす
れば十分であり、それ以上昇温させても、測定時間が増加するだけであるからである。本
発明においては、具体的には、１００℃～３００℃の範囲内であることが好ましく、なか
でも１２０℃～２５０℃の範囲内であることが好ましく、特に１５０℃～２２０℃の範囲
内であることが好ましい。上記範囲とすることで、十分に上記シラン変性樹脂の融点での
吸熱量の比の測定をすることができるからである。
【００５９】
　上記２回目の測定における昇温速度としては、上記試料に温度ムラが生じない範囲内で
あれば特に限定されるものではないが、具体的には、１℃／ｍｉｎ～２０℃／ｍｉｎの範
囲内であることが好ましく、なかでも５℃／ｍｉｎ～１８℃／ｍｉｎの範囲内であること
が好ましい。
【００６０】
（２）融点での吸熱量の測定方法
　本発明に用いられる太陽電池モジュール用充填材シートに含まれるシラン変性樹脂の融
点での吸熱量の比の測定方法としては、上記シラン変性樹脂の融点での吸熱量が精度良く
計算できる方法であれば特に限定されるものではないが、例えば、上記示差走査熱量計を
用いて測定することで得られた１回目の測定および２回目の測定の、ＤＳＣ曲線上に示さ
れるそれぞれの上記シラン変性樹脂の融点ピークを含む吸熱ピークの、融解を開始した開
始温度および融解を終了した終了温度でのＤＳＣ曲線上の点を結ぶベースラインと、ＤＳ
Ｃ曲線とによって囲まれる吸熱量を測定することにより行う。上記において、吸熱ピーク
がブロードであり、融解開始温度および融解終了温度の判別が困難である場合には、０℃
から融点までのＤＳＣ曲線上で、０℃を起点とする直線部分を最も長くなぞるように直線
を引き、ＤＳＣ曲線と直線が離れる温度を開始温度、融点以上でＤＳＣ曲線が下降に転じ
る温度を終了温度とし、ＤＳＣ曲線上の開始温度および終了温度での点を結ぶベースライ
ンと、ＤＳＣ曲線とによって囲まれる吸熱量を測定することにより行う。
　また、上記吸熱量（単位：Ｊ／ｇ）は、上記太陽電池モジュール用充填材シート１ｇあ
たりの、上記シラン変性樹脂の融点での吸熱量（単位：Ｊ）である。
　なお、上記融点のピークが２以上存在する場合には、高い温度のピークを融点とする。
【００６１】
　本発明においては、上記太陽電池モジュール用充填材シートの品質の判断は、上記１回
目の測定および２回目の測定により得られる上記シラン変性樹脂の融点の吸熱量の比の測
定を１セットとして、１セットのみの測定結果で判断するものであっても良く、同一の太
陽電池モジュール用充填材シートから採取した他の試料を用いて、２セット以上の測定結
果を平均する等の処理を行うものであっても良い。
【００６２】
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　また、本発明においては、上記１回目の測定および２回目の測定が示す上記シラン変性
樹脂の融点での吸熱量の比を用いて、上記太陽電池モジュール用充填材シートの品質状態
を確認するものである。
　例えば、上記１回目の測定および２回目の測定が示す上記シラン変性樹脂の融点での吸
熱量の比が大きい場合には、上記接着可能状態であると判断することができる。
　また、上記１回目の測定および２回目の測定が示す上記シラン変性樹脂の融点での吸熱
量の比が小さい場合には、吸湿状態であると判断することができる。
　具体的には、１回目の測定および２回目の測定が示す上記シラン変性樹脂の融点での吸
熱量の比が、０．８９以上である場合、なかでも０．９０以上である場合、特に０．９１
以上である場合には、上記太陽電池モジュール用充填材シートは、接着可能状態であると
判断することができる。上記太陽電池モジュール用充填材シートは、加熱時においても、
フリーのアルコキシシリル基を十分量有し、十分な接着性を発揮するためである。そのた
め、このような太陽電池モジュール用充填材シートを用いて太陽電池モジュールを形成し
た場合には、上記太陽電池モジュールを構成する部材を十分な密着強度で積層することが
できるからである。
【００６３】
Ｂ．太陽電池モジュールの製造方法
　次に、本発明の太陽電池モジュールの製造方法について説明する。本発明の太陽電池モ
ジュールの製造方法は、上述した太陽電池モジュール用充填材シートの品質検査方法を用
いて太陽電池モジュール用充填材シートの品質検査をする検査工程と、裏面保護シート、
上記太陽電池モジュール用充填材シート、太陽電池素子、上記太陽電池モジュール用充填
材シート、および透明前面基板をこの順で積層し、加熱圧着することで太陽電池モジュー
ルを形成する太陽電池モジュール積層工程とをこの順で実施することを特徴とするもので
ある。
【００６４】
　本発明によれば、上述した太陽電池モジュール用充填材シートの品質検査方法を用いて
太陽電池モジュール用充填材シートの品質検査をする検査工程を有することにより、吸湿
状態となっている太陽電池モジュール用充填材シートを用いることによって、裏面保護シ
ート、上記太陽電池モジュール用充填材シート、太陽電池素子、上記太陽電池モジュール
用充填材シート、および透明前面基板等の太陽電池モジュールの部材間の密着性が低く、
起電力が低いといった問題を有する太陽電池モジュールが製造されるのを防ぐことができ
、品質の向上を図ることができる。また、上記太陽電池モジュールを構成する部材を無駄
に消費することを防ぐことができるため、生産コストの低減を図ることができる。
【００６５】
　本発明の太陽電池モジュールの製造方法は、検査工程と、太陽電池モジュール積層工程
とを有するものである。以下、このような太陽電池モジュールの製造方法に含まれる各工
程について説明する。
【００６６】
１．検査工程
　本発明に用いられる検査工程は、上述した太陽電池モジュール用充填材シートの品質検
査方法を用いて、太陽電池モジュール用充填材シートの品質の確認を行う工程である。
　上記検査工程を行うことにより、上記太陽電池モジュール用充填材シートの品質を、簡
便に、かつ短時間で確認することができる。このため、上記太陽電池モジュール用充填材
シートが吸湿状態であるのか、接着可能状態であるのかを、容易に判断することができ、
吸湿状態であると判断された場合には、その使用を中止することにより、太陽電池モジュ
ールを構成する部材間の密着性が低く、起電力が低い太陽電池モジュールが製造されるの
を防ぐことができ、品質の向上を図ることができる。また、上記太陽電池モジュールを構
成する部材を無駄に消費することを防ぐことができるため、生産コストの低減を図ること
ができる。
【００６７】
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　なお、本工程に用いられる太陽電池モジュール用充填材シートおよび、太陽電池モジュ
ール用充填材シートの品質検査方法については、上記「Ａ．太陽電池モジュール用充填材
シートの品質検査方法」の項に記載したものと同様の内容であるので、ここでの記載は省
略する。
【００６８】
２．太陽電池モジュール積層工程
　本発明における太陽電池モジュール積層工程は、裏面保護シート、上記太陽電池モジュ
ール用充填材シート、太陽電池素子、上記太陽電池モジュール用充填材シート、および透
明前面基板をこの順で積層し、加熱圧着することで太陽電池モジュールを形成する工程で
ある。
【００６９】
（１）太陽電池素子
　本工程に用いられる太陽電池素子としては、一般的な太陽電池素子を用いることができ
る。具体的には、単結晶シリコン型太陽電池素子、多結晶シリコン型太陽電池素子等の結
晶シリコン太陽電子素子、シングル接合型あるいはタンデム構造型等からなるアモルファ
スシリコン太陽電池素子、ガリウムヒ素（ＧａＡｓ）やインジウム燐（ＩｎＰ）等のＩＩ
Ｉ－Ｖ族化合物半導体太陽電子素子、カドミウムテルル（ＣｄＴｅ）や銅インジウムセレ
ナイド（ＣｕＩｎＳｅ２）等のＩＩ－ＶＩ族化合物半導体太陽電子素子、有機太陽電池素
子等を用いることができる。
【００７０】
　また本工程に用いられる太陽電池素子としては、薄膜多結晶性シリコン太陽電池素子、
薄膜微結晶性シリコン太陽電池素子、薄膜結晶シリコン太陽電池素子とアモルファスシリ
コン太陽電池素子とのハイブリット素子等も使用することができる。
【００７１】
（２）裏面保護シート
　本工程に用いられる裏面保護シートとしては、所望の耐熱性、耐光性、耐水性等の耐候
性を有するものであれば特に限定されない。このような裏面保護シートとしては、例えば
、絶縁性の樹脂フィルムや、金属板等が好適に用いられる。なかでも本発明においては上
記絶縁性の樹脂フィルムを用いることが好ましい。
【００７２】
　上記絶縁性の樹脂フィルムとしては、例えば、ポリエチレン系樹脂、ポリプロピレン系
樹脂、環状ポリオレフィン系樹脂、フッ素系樹脂、ポリスチレン系樹脂、アクリロニトリ
ル‐スチレン共重合体（ＡＳ樹脂）、アクリロニトリル‐ブタジエン‐スチレン共重合体
（ＡＢＳ樹脂）、ポリ塩化ビニル系樹脂、フッ素系樹脂、ポリ（メタ）アクリル系樹脂、
ポリカーボネート系樹脂、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート等の
ポリエステル系樹脂、各種のナイロン等のポリアミド系樹脂、ポリイミド系樹脂、ポリア
ミドイミド系樹脂、ポリアリールフタレート系樹脂、シリコーン系樹脂、ポリスルホン系
樹脂、ポリフェニレンスルフィド系樹脂、ポリエーテルスルホン系樹脂、ポリウレタン系
樹脂、アセタール系樹脂、セルロース系樹脂からなるフィルムを挙げることができる。な
かでも本発明においては、フッ素系樹脂、環状ポリオレフィン系樹脂、ポリカーボネート
系樹脂、ポリ（メタ）アクリル系樹脂、または、ポリエステル系樹脂からなるフィルムを
用いることが好ましい。
【００７３】
　また、このような樹脂フィルムとしては２軸延伸した樹脂フィルムを用いることもでき
る。
【００７４】
　さらに、上記樹脂フィルムとしては、複数のフィルムが積層された構成を有するもので
あっても良い。このような複数のフィルムが積層された構成としては、例えば、無機蒸着
膜を有するガスバリア性フィルムが積層された構成や、強靭性フィルムが積層された構成
を例示することができる。
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【００７５】
　本発明に用いられる裏面保護シートの厚みとしては、通常、１２μｍ～２００μｍの範
囲内であることが好ましく、なかでも２５μｍ～１５０μｍの範囲内であることが好まし
い。
【００７６】
（３）透明前面基板
　本工程に用いられる透明前面基板としては、太陽光の透過性を有する基板であれば特に
限定されず、例えば、ガラス板、フッ素系樹脂、ポリアミド系樹脂（各種のナイロン）、
ポリエステル系樹脂、ポリエチレン系樹脂、ポリプロピレン系樹脂、環状ポリオレフィン
系樹脂、ポリスチレン系樹脂、（メタ）アクリル系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、アセ
タ－ル系樹脂、セルロ－ス系樹脂等の各種の樹脂フィルムを用いることができる。
　また、本発明に用いられる透明前面基板の厚みは、所望の強度を実現できる範囲内であ
れば特に限定されないが、通常、１２μｍ～７０００μｍの範囲内が好ましく、特に２５
μｍ～４０００μｍの範囲内が好ましい。
【００７７】
（４）積層方法
　本工程に用いられる積層方法は、上述した、裏面保護シート、上記太陽電池モジュール
用充填材シート、太陽電池素子、上記太陽電池モジュール用充填材シート、および透明前
面基板をこの順で積層し、加熱圧着し、上記裏面保護シート、上記太陽電池モジュール用
充填材シート、太陽電池素子、上記太陽電池モジュール用充填材シート、および透明前面
基板を十分な密着強度で密着させる方法であれば特に限定されるものではなく、一般的に
公知の方法を用いることができる。このような方法としては、例えば、透明前面基板、上
記太陽電池モジュール用充填材シート、太陽電池素子、上記太陽電池モジュール用充填材
シート、および、裏面保護シートをこの順で積層した後、これらを一体として、真空吸引
して加熱圧着するラミネーション法等を例示することができる。
【００７８】
　上記ラミネーション法を用いた際のラミネート温度は、通常、９０℃～２３０℃の範囲
内であることが好ましく、特に１１０℃～１９０℃の範囲内であることが好ましい。
【００７９】
　なお、本発明は、上記実施形態に限定されるものではない。上記実施形態は、例示であ
り、本発明の特許請求の範囲に記載された技術的思想と実質的に同一な構成を有し、同様
な作用効果を奏するものは、いかなるものであっても本発明の技術的範囲に包含される。
【実施例】
【００８０】
　以下、実施例を用いることにより、本発明をより具体的に説明する。
【００８１】
［実施例１］
１．シラン変性樹脂の調製
　密度０．８９８ｇ／ｃｍ３、１９０℃でのメルトマスフローレート（表中、ＭＦＲと称
する）２ｇ／１０分の直鎖状低密度ポリエチレン（表中、ＬＬＤＰＥと称する）９８重量
部に対し、ビニルトリメトキシシラン２重量部、ラジカル発生剤としてジクミルパーオキ
サイド０．１重量部を混合し、２００℃で加熱溶融撹拌し、シラン変性樹脂を得た。
【００８２】
２．太陽電池モジュール用充填材シートの形成
　上記シラン変性樹脂５重量部と、添加用樹脂として密度０．８９８ｇ／ｃｍ３の直鎖状
低密度ポリエチレン９５重量部と、別に作製した耐光剤、ＵＶＡ、酸化防止剤入マスター
バッチ５重量部（直鎖状低密度ポリエチレン８５重量部に対し、ヒンダードアミン系光安
定剤２．５重量部、ベンゾフェノン系紫外線吸収剤７．５重量部、リン系熱安定剤５重量
部を混合して溶融・加工しペレット化）とを混合し、φ２５ｍｍ押出し機、３００ｍｍ幅
のＴダイスを有するフィルム成型機のホッパに投入し、押出し温度２３０℃、引取り速度
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３ｍ／ｍｉｎで厚さ３００μｍのシートを成膜した。上記の成膜化は、支障なく実施する
ことができた。これら一連の操作により、太陽電池モジュール用充填材シートを得た。
【００８３】
３．評価
　実施例１において、太陽電池モジュール用充填材シートを作製した直後を初期段階、太
陽電池モジュール用充填材シートを常温常湿下で６ヶ月保存した後である常温常湿保存後
、太陽電池モジュール用充填材シートを、温度４０℃、相対湿度９０％雰囲気下で６ヶ月
保存した後である高温高湿保存後とし、それぞれについて、（１）剥離強度、（２）シラ
ン変性樹脂の吸熱量の比の測定、（３）発電効率の測定を行った。
【００８４】
（１）剥離強度
　太陽電池モジュール用充填材シートと厚さ３ｍｍのガラス板とを、太陽電池モジュール
製造用の真空ラミネーターにて１５０℃で１５分間圧着し、剥離強度測定用サンプルを得
た。次いで、上記剥離強度測定用サンプルの太陽電池モジュール用充填材シート部分に１
５ｍｍ幅の切り込みを入れ、テンシロン(オリエンテック製、ＳＴＡ－１１５０)にて、チ
ャック移動速度を５０ｍｍ／ｍｉｎとして剥離強度を測定した。
　得られた剥離強度の測定結果を表１に示す。
【００８５】
（２）シラン変性樹脂の吸熱量の比の測定
　それぞれの期間保存後の太陽電池モジュール用充填材シートを、示差走査熱量計で２回
測定し、1回目の測定および上記２回目の測定により得られる上記太陽電池モジュール用
充填材シートに含まれるシラン変性樹脂の融点での吸熱量の比（２回目の吸熱量／１回目
の吸熱量）を得た。実施例１の初期段階、常温常湿保存後、高温高湿保存後における示差
走査熱量計を用いて得られたＤＳＣ曲線を、それぞれ、図１～３に示す。また、得られた
吸熱量および吸熱量の比を表１に示す。
　なお、測定条件としては、上記太陽電池モジュール用充填材シートから、約０．３５ｇ
採取したものを測定サンプルとし、加熱速度を８℃／ｍｉｎ、最低温度および最高温度を
－１０℃、２００℃とし、各最低温度、最高温度での保持時間を２分とした。上記シラン
変性樹脂の融点での吸熱量の測定としては、上述した方法を用いた。
【００８６】
（３）発電効率の測定
　それぞれの保存期間（常温常湿保存後、高温高湿保存後）後の太陽電池モジュール用充
填材シートを裏面充填材シートとして使用し、厚さ３ｍｍ、縦横３０ｃｍのガラス板（透
明前面基板）と、前面充填材シートとして実施例１の初期段階の厚さ３００μｍの太陽電
池モジュール用充填材シートと、１０ｃｍ角の結晶系シリコン太陽電池素子と、裏面充填
材シートと、厚さ３８μｍのポリフッ化ビニル系樹脂シート（ＰＶＦ）、厚さ３０μｍの
アルミニウム箔、および厚さ３８μｍのポリフッ化ビニル系樹脂シート（ＰＶＦ）からな
る積層シートをアクリル系樹脂の接着剤層を介して積層した裏面保護シートとをこの順で
積層し、その太陽電池素子面を上に向けて、太陽電池モジュール製造用の真空ラミネータ
ーにて１５０℃で１５分間圧着し、太陽電池モジュールを得た。
【００８７】
　それぞれの期間保存後の太陽電池モジュール用充填材シートを裏面充填材シートとして
用いた太陽電池モジュールの発電効率を、それぞれ測定し初期発電効率を得た。その後、
上記太陽電池モジュールを気温８５℃、相対湿度８５％中に１０００時間保存し、発電効
率をそれぞれ測定し、保存後発電効率を得た。得られた保存後発電効率を、初期発電効率
を１００として表２に示す。
　なお、発電効率の測定は、ＪＩＳ規格Ｃ８９１７－１９９８に基づいて、光起電力の出
力を測定して得た。
【００８８】
［実施例２］
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　シラン変性樹脂および添加用樹脂の配合量を、それぞれ３５重量部および６５重量部と
し、白色化剤として酸化チタン４．１重量部を追加した以外は実施例１と同様に、太陽電
池モジュール用充填材シートを作製した。次いで、作製した太陽電池モジュール用充填材
シートを実施例１と同様に裏面充填材シートとして用いた以外は、実施例１と同様の評価
を行った。
　なお、発電効率の測定時に用いる前面充填材シートは、実施例１の初期段階の厚さ３０
０μｍの太陽電池モジュール用充填材シートを用いた。
　また、実施例２の、初期段階、常温常湿保存後、高温高湿保存後における上記太陽電池
モジュール様充填材シートのＤＳＣ曲線を、図４～６に示す。
【００８９】
【表１】

【００９０】
【表２】

【００９１】
　表１、表２より、高温高湿保存後においては、太陽電池モジュール用充填材シートに含
まれるシラン変性樹脂の融点での吸熱量の比（２回目の吸熱量／１回目の吸熱量）が、初
期段階および常温常湿保存後のものに比べ吸熱量の比が小さかった。また剥離強度が大き
く低下しており、吸湿状態であることが確認できた。また、高温高湿保存後のものを用い
て作製された太陽電池モジュールは、保存後における発電効率の低下が大きいものとなっ
た。
　また、初期段階、常温常湿保存後のように、吸湿していないか、吸湿がほとんど起こら
ない状況下で保存した場合においては、太陽電池モジュール用充填材シートに含まれるシ
ラン変性樹脂の融点での吸熱量の比（２回目の吸熱量／１回目の吸熱量）が大きかった。
また、剥離強度が大きく、接着可能状態であることが確認できた。また、常温常湿保存後
のものを用いて作製された太陽電池モジュールは、保存後における発電効率の低下が小さ
かった。
　以上より、太陽電池モジュール用充填材シートに含まれるシラン変性樹脂の融点での吸
熱量の比を測定することにより、上記太陽電池モジュール用充填材シートが吸湿状態とな
っているか、接着可能状態であるかを判断することができることが確認できた。
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